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In this study, the current state of the railway network of the Tokyo metropolitan area has been analyzed for future railway 

projects. Furthermore, for the quantitative evaluation of effects caused by various possible issues, indexes and methods for the 

evaluation have been exaniined. Specifically, indexes and methods to evaluate effects of operational trouble and natural 

disasters have been studied. And the evaluation of the railway network by case studies and the consideration of required 

countermeasures have been carried out to analyze the validity of the evaluation methods. 
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1.はじめに

これまでの東京圏における都市鉄道整備は，韮要課超

であった混雑緩和対策と しての輸送力増強施策を中心に

精力的に進められ，近年では主要区間のピーク時平均混

雑率が 170％程度まで低下するなど．徐々に緩和してき

ている． しかし，今後の鉄道計画にあたっては．時代の

趨勢から少子高齢化の進行や運行トラプル ・自然災害に

対する鉄道ネットワークのあり方等，考慮すべき要因は

複雑化・多様化してきている．

このような状況にあって．今後想定される課題を抽

出 ・整理し，それらの諸課題が現状の鉄道ネットワーク

に与える影響を把握 ・評価し対応を考えることは，今後

の鉄道整備の方向性を検討する上で重要である．

そこで本研究では，今後の鉄追計画に資するため．鉄

道ネットワークの現状について把握 ・分析し．今後想定

される諸課題の影響を定址的に評価するために．評価指

標及び評価手法の検討を行い，ケーススタディにより運

行トラプル ・自然災害等を想定した鉄道ネッ トワークの

評価及ぴ対応策の検討 ・評価により ．評価手法の有効性

を検証した（図 1).

鉄道ネットワークの現状分析・諸課題の整理
（運行トラブル・自然災害：こよる輸送量の集中問題等）

＜ 
想定される課題に対応した評価指標の検討
（鉄道サービスに与える影響等の定量的な評価指漂の殺定）

＜ 
鉄道ネットワークの評価手法の検討

（新たな手法［時間帯別需要予測，分割配分法］の試み）

＜ 
ケーススタディによるネットワークの評価及び
対応策の検討・評価により手法の有効性を検証

図 1 本研究のフロー

2.ネットワークの環状分析及び譜課題の整珊

2. 1鉄道ネットワークの環状分析
鉄道ネットワークの現状分析として，鉄道輸送人員・

混雑率 ．定時性等の鉄道サービスレベルや人口動向等の

現状分析を行った 1).

年々増加してきた東京圏（東京駅を中心とした半径

50km の圏域）の鉄道輸送人員は，近年横ばいで推移し

ているが，路線別に行目する と，延伸や相互直通運転が

聞始されてから年数が浅い地下鉄路線で著しい伸びを示

しており ，依然として輸送人員が伸びている．

定時性については，輸送最の多い路線や相互直通運転

を実施している路線で遅延の発生日数が多くなる傾向に

ある（図 2).相互直通運転の拡大に伴い，他路線の影響

を受けやすいことから， 列車遅延が日 常化していること

が確認された．
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図2 路線の輸送密度及び遅延発生日数
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2.2今後想定される請課●の整運

現状分析を基に，今後想定される諸課却について整理

し，本研究における鉄道ネットワークの評価に対する視

点として 4つの検討テーマを設定した．

l) 運行トラプル ・自然災害による影堀評価と対策

2) 鉄道施設の老朽化に伴う大規模改築の影梱評価と対

策

3) 少子商齢化に対応した鉄道サービスのあり方

4) 空港アクセス等広域的な都市圏における旅客流動へ

の対応

本稿では，検討テーマのうち運行トラプル及び自然災

害の検討結果を報告する．

3.評値指欄の整珊

自然災害等による鉄道ネットワークの影嘘評価は従来

まで定性的な評価が主体であったが，より適切な評価の

ためには定拭的な評価が望ましいこのため，評価指標

の設定にあたっては，「規模」，「影響の範囲」，「鉄道サー

ピスに与える影製」等に大別し，区間長 ・影製人貝 ・移

動時間変化品等の定批的な指標を設定した．運行トラプ

ル ・自然災害に関する主な評価指標を表 1に示す．

表1 運行トラプル ・自然災害に関する主な評価指標~. ~. 

規撲 影響の範囲
鉄道サービスに与える影響 社会経済

利用者の立場 事業者の立墳
的影響

運休区間長 運休区間影響人数 総移動時間 路線利用者 一般化

運休区間釈数 影響地域夜間人口 総移動距隣 断面交通量 費用

運休（遅延）本数 鉄道経路影響）、n 鉄道運賃 輸送）、キロ

運休（遅延）時間 鉄道移動困饉者数 混作年 運貨収入

※a必サーピス：こりえる影響及びIL会1わ済的影宵り）ヽt(,!il行t1.:1没it!Kで．＂曲する

4. ケーススタディによるネットワーク評価

4. 1運行トラブル時の評価
(1)評価手法の検討（時間帯別需蔓予測による分析）

運行トラプルによる突発的な輸送諒害は，その規模に

より鉄道の運休が一日続く場合から数分程度で回復する

場合まで様々なケースが想定されるが，ほとんどのケー

スでは終日にわたることがなく，ビーク時の通勤時間帯

が特に問題となる．そのため評価にあたっては終日単位

の分析ではなく，運行トラプル発生後の一定時間 （数十

分～数時間程度）での輸送1旅害を想定した分析が必要と

なるため，時間帯別に区別 した術要予測手法による分祈

を新たに試みた時間帯別術要予測による OD表推、Jtの
流れを以下に示す（図 3).

l) パー ソントリップ (PT)調査に基づき平常時の時間

帯別暫定OD表 (I時間毎）を作成
2) 時間帯別暫定 OD表を非集計鉄道経路選択モデルに

より経路配分

3) 時間楷別輸送力を考慮し，混雑率が 250％を超過す

る区間を持つ経路は選択不可とし，次の時間措 OD

に繰越す

| li20PT ドI 時間帯別暫定OD表作成

時間帯別の表確定

図 3 時間幣別OD表推計フロー
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(2)ケーススタディの前提条件専

運行トラプルによる突発的な輸送障害が鉄道ネットワ

ークヘ与える影梱について，郊外と都心部を東西に結ぶ

放射状の通勤路線で輸送址の多い中央線快速（東京～高

尾）及び中央 ・総武線緩行（三鷹～千紫）をケーススタ

ディ対象路線とし，飯田橋駅での運行 トラプルを検討ケ

ースとして各種指標を用いた評価を行った（図 4）．運行

トラプル時の前提条件は，朝ビーク時の 1時間(7~8時）

を運休と設定し， 1甜宙発生箇所から最寄りの折返し駅ま

での間を運休区間と想定した（表 2).

また，対応策の検討（四ツ谷駅での折返しを想定）を

行い，運行トラプル時との比較により，鉄追ネットワー

クヘの影響軽減効果についての評価を行った．

表 2 前提条件（運行トラプル）

項目 運行トラプル時 対応策（折返し紋偏）

運休区間中央級快速 東京～新宿 東京～四ツ谷

稔武線緩行 水道1喬～中野 水道橋～四ツ谷

運休区間長・駅数 216km, 14駅 9.8km, 6駅

運9木時間 7・00~8:00 7:00~8・00 

中火線

一中央線置休区間

一総猷繍運体区間

△ 祈返し籍誼

図4 運休区間の設定

(3)各種評価指欄の試算結果

各種評価指標の主な試算結果を表 3に示す．運行トラ

プル時ケースは，運行トラブルに伴い移動経路を変更す

る「鉄道経路影器人員」が 123千人／日と試鉢され．「総

移動時間変化杖」は平常時と比較して 29千時間の増加と

なったまた，運休区間の並行路線に旅客が転換したこ

とにより，都営新宿線等の断面交通祉が増加した．

表 3 各種評価指標の主な拭箕結果

評価指憬 単位 運行卜う7•£時 対応策
差分

(U辺いし設備）

鉄道経路影響人貝 千人／U 123 82 -41 

総移動I寺間変化量賽9 千iSIUJ 29 24 -5 
(2l) (22) (•l) 

鉄道運賃変化量 百万円 5 3 •2 

断面交通量変化量＂ 千人1時間 12 2 -10 

一般化費JI]変化量 百万円 87 65 -22 

※I ( )内は 69if;0)変化は
※2 /;11岱新ii；線新“～斯!ii ]―III:19)19い合の断,iii父通LIT変化

「総移動時間変化枇」を時間帯別に巣計すると，運行

トラプル発生前の 6時台にゾーンを出発した利用者への

影響が最も大きく， 25千時間の増加となった．また，影

響エリアに充f目すると， 6時台で中央線沿線の三鷹周辺

エリアを出発地とするゾーンで移動時間が増加 し， 7時

台では 6時台より運休区間に近いゾーンで移動時間が増

加する傾向となった（図 5).これは，利用者の出発時間

によって運休時 (7~8時）に経路変更が生じるエリアが
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図 5 総移動時間の変化（トラ7'＂時） ［通勤•発生］

異なることを反映しているものと考えられる

一方，対応策（折返し設備）ケースでは，四ツ谷釈で

の折返しにより運休区間が短縮されることで，運行トラ

プル時と比較して「鉄追経路影響人員」は 41千人減少し，

「総移動時間変化位」は 5千時間減少 した（図6).

以上より，運行トラプル時の鉄道ネットワークに与え

る影製を「総移動時間変化最」等の各種評価指標で定虻

的に評価するとともに．対応策（折返し設備）による影

響軽減効果を運行トラプル時の指標との比較により定拭

的に評価できたことから，時間帯別需要予測手法の有効

性を確認できたものと考えられる．

4.2自然災害時の評価
(1)評価手法の検討（分割配分法による分析）

自然災害に伴う輸送障害は，ある一路線における終日

運休を想定し，周辺路線に与える影器等を分析すること

としたこれらの影響の評価手法と して従来の四段階推

計法による鉄道経路配分で推計した場合．代替経路とな

る周辺路線の循要が増加し．容杖制限がないことで各断

而のピーク時混雑率が実際には乗車できないような非現

実的な値となることが確認された．

このため評価にあたっては，輸送品の限界を考應した

鉄道経路配分となるよう，段階的にODを分割する手法

（分割配分法）を新たに試みた．分割配分法においては．

鉄追経路配分で極めて激しい混雑（混雑率＞250%)が発

生した区間の乗降が制限されると仮定した．

分割配分法による予測の流れを以下に示す（図 7).

1) 終日 OD表の0:%（最小｛直o:= 2.5) となる分割 OD
表 (ODn) を作成

2) I)のOD表を非染計鉄道経路選択モデルにより経路

配分

3) 混雑率が 250％を超過した区間は乗降不可区間とし．

駅アクセスが困難となった場合には新たにアクセス

駅を探索 ((2)参照）

4) n+ I番目の分割 OD表 (ODn+I)を作成し．1）に戻る

5) 累計 OD表が JOO％になるまで繰り返す
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図6 総移動時間の変化（対応策） ［通勤 • 発生］

浪雑率＞l50％の区間を乗降不可と殷定

駅アクセスの見直し

n = n• I 

END 

図 7 分割配分法による OD推計フロー

(2)障害時の駅アクセスの設定

混雑率による乗車制限区間は．障害時の運休及び乗降

不可能な区間を発生させ，平常時にアクセス可能と設定

している駅のいずれも使えなくなるゾーンが出てくるた

め．距離顛に新しいアクセス駅を探索することとした．

ただし．この勘合でも 4km圏内（徒歩 1時間以内）に駅

に辿りがJけない場合は．鉄道利用ができない者（「鉄道移

動困難者」と定義）として梨計した．

(3)ケーススタディの前提条件専

自然災害が鉄道ネットワークヘ与える影幽について．

台風を想定した総武線緩行 ・総武線快速（東京～千葉）

中川鉄橋での被災を検討ケースとして，各種指税を用い

て評価を行った自然災宮時の前提条件は，運休期間を

終日運休と設定し，間害発生箇所から最寄りの折返し駅

までの間を運休区間と想定した（表4).

また，対応策として，①既設路線を活用した輸送力増

強及び②新線整備によるリダンダンシーの確保等の 2ケ

ースの検討を行い，鉄追ネットワークヘの影製軽減効果

について評価を行った．既股路線の輸送力増強ケースは，

総武線に並行する放射状路線である都営新宿線（新宿～

本八幡）の輸送力削強を想定し， ピーク時の運行本数は
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高頻炭運行路線と同程度 (30本／h)に設定したまた，

新線整備ケースは運輸政策審議会答申 18号において「今

後整備について検討すぺき路線」と位骰づけられた区部

周辺環状公共交通（メトロセプン）の整備を想定し，哀

状路線のリダンダンシー効果等を検証することとした．

表4 前提条件（自然災害）

項目 前提条件

運休路線・区間 紀武線緩行（鉗茶ノ水～西船1喬）
総武線快速 （東京～津田沼）

運休区間長・駅数 46 8km, 19駅

対応策① 運行本数．ビーク時 18本⇒30本
輸送力増強（新r“線） オフ ピーク時 9本⇒20本
対応策②噌 区間：赤羽～葛西臨海公園間，編成 ：4両

新線整備 （I pu• ン） 運行本数：ピーク 9与12本，オフピーク時 9本

※既1ば鵞ftのIPI是条件＇’

(4)各種評値指欄の試算結果

各種評価指標の主な試算結果を表5に示す．自然災害

時ケースは．災害時に鉄道利用ができない「鉄追移動困

難者数」が 174千人／日と試算され，「影響人只あたりの

一般化費用変化祉」は310円／人の増加となった（図 8).

表5 各種評価指標の主な試勾結果

評価指憬 巣位 自然災害時

鉄道移動困難者数 千人／日

裕移動9寺間変化量 千峙間

鉄道運賃変化量 百万円

断面交通量変化量＇II 千人／時間

一般化費用変化量” 円／人

※I JR常打線綾絹～亀布nIIO)間面交通鼠変化
※2影響人Uあたり 0)→般化nJII仮9ヒ駄

174 

238 

107 

287 

310 

対応策①
（輸送力内強）

112 

286 

113 

258 

274 

対応策②
（新線整編）

148 

235 

174 

264 

302 

対応策の効果をみると，既設路線の輸送力増強ケース

においては，自然災害時ケースと比較して「鉄道移動困

難者数」が輸送力増強区間を中心に減少するとともに

(112千人／日），「影響人員あたりの一般化賽用変化品」

は274円／人に減少し，対応策の効果を定址的に示すこと

ができた（表5,固9).

一方，新線整備ケースにおいては，「鉄道移動困難者数」

が 148千人／日に減少し，「影響人貝あたりの一般化費用

変化最」も 302円／人に減少したが，既設路線の輸送力増

強ケースと比較すると対応策の効果は限定的となった

（表 5).この理由としては，新線整備ケースにおいて想

定した輸送力が不足し， 一部区間で乗降不可区間が発生

したため，代替路線としての機能が十分に発揮できなか

ったものと考えられる（図 10).

また，評価指標のうち「総移動時間変化兄」及び「鉄

道運賃変化羞」は，対応策の効果により「鉄道移動困難

者数」が減少したため，自然災害時ケースより鉄道利用

者が増加し，各々の指標が増加する結果となった．自然

災害時の対応策は代替経路の選択を可能とすることによ

り「鉄道移動困難者数」を減少させることが大きな課題

であるため，対応策の評価指標としては，これらの指標

より「鉄道移動困難者数」が重要であると考えられる．

以上より，自然災害時の鉄道ネットワークに与える影

響を「鉄道移動困難者数」等の各種評価指標で定最的に

評価すると ともに，対応策による影響軽減効果を自然災

害時の指標との比較により定菌的に評価できたことから

（表5），分割配分法による評価手法の有効性を確詔でき

たものと考えられる．

図8 鉄逍移動困難者の発地分布（自然災害時）
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図9 鉄道移動困難者の発地分布（輸送力増強）

図 10鉄道移動困難者の発地分布（新線整備）

5.まとめ

本研究では，鉄道ネットワークの現状分析及び課姐の

整理により，「運行トラプル・自然災害」等の検討テーマ

を設定するとともに，各検討テーマに対応した定母的な

評価指標の整理及び具体的な評価手法の検討を行った．

また，運行トラプル ・自然災害を一例として，ケース

スタディにより想定される諸課題がネットワークヘ与え

る影響についての定凪的な評価を行うと共に，対応策の

検討・評価を行った．ケーススタディ においては， 対応

策の有無により想定される影響軽減効果を指標の比較に

より定最的に評価できたことから，評価手法の有効性を

確認できたものと考えられる．

今後は，本研究で検討した評価指標及び評価手法を用

いて，想定される諸課題に対する効果的な対応策（設備

改良・新線整備等）の提案や東京圏の鉄道ネットワーク

の評価等を実施していきたい
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